




















































































































































































































































































































































































(14) Attorney-General v Aspinall［1837］2.My.& Cr.613.,Attorney-General v Poole
 
Corporation［1838］4.My.& Cr17.,Attorney-General v Fullham Corporation［1921］1







































































































































































(27) 曽和・前掲注（５）219頁～222頁、碓井光明『要説 住民訴訟と地方公共団体財務 改
訂版』（学陽書房、2002年）176頁～177頁。
(28) 植村栄治「住民訴訟に関する一考察」成蹊法学16号（1980年）183頁、阿部泰隆「住民
訴訟における職員の賠償責任（下）」判タ562号（1985年）９頁～14頁、曽和・前掲注（５）
224頁～225頁、地方自治総合研究所・前掲注（26）556頁、碓井・前掲注（27）174頁～176
頁等参照。
早法88巻１号（2013）160
う場合もやはり同様の結論となると考えられる。）。
したがって、本判決の示す判断定式に従うと、本来、議会による権利放棄判断
に基づいた権利放棄がなされなければ、長らに賠償責任が発生するはずであった
違法な財務会計行為Aは、議会の権放棄判断が介在することによって、長らに
故意・重過失がない、限り最終的には賠償されないという帰結となる。
また、住民訴訟において裁判所が判断するのは、本来、財務会計行為の適否及
び是正の要否である。ところが、たとえば住民訴訟係属中、あるいは住民側の勝
訴確定後に権利放棄がなされた場合、（財務会計行為の適否の判断はするとしても）
権利放棄の対象となった財務会計行為そのものの是正の要否（４号住民訴訟では
損害の補塡の要否）の問題についての第一次的判断は、実質的に議会が行うこと
となる。そしてこの場合、裁判所は、是正の要否にかかわる議会の政策的裁量の
適否の判断を行っているに過ぎない（訴訟提起以前に権利放棄がなされた場合には
財務会計行為の適否の判断も第一次的には議会が行うこととなる）。
このように、本判決の判断定式によると、議会の権利放棄判断の介在による賠
償責任の実質的な故意・重過失への限定がなされ、また、違法な財務会計行為の
是正の要否にかかわる第一次的判断の主体が司法から議会への置き換えられるこ
ととなる。
しかし、こうした４号住民訴訟やそこにおける司法の役割の縮小ないし変質が
許されるか否かについては、財務会計行為の適法性判断を司法判断にからしめる
住民訴訟の制度的意義との整合性を再検討する必要がある（（４）で
(29)
検討）。
（４）議会の権利放棄判断と住民訴訟制度の制度的意義について
住民訴訟制度は、A、住民の直接参政の一環であること、B、その目的が住民
全体の公益の擁護にあること、さらに、C、財務会計行為の適否の判断について
の自治体と住民の判断が対立している場合に、財務会計行為に対して裁判所の判
断を介させ、法的拘束力を有する監視・統制を行うことにその制度的意義がある
と考えら
(30)
れる。
(29) なお、本判決は、権利放棄判断の適法性を判断するに当たり、不法な利益の存在を考慮
することとしており、権利放棄判断が違法とされ賠償責任が認められる要件として現存利益
が存することを要求しているようにも見える。しかし、2002年の地方自治法改正以前の旧４
号請求訴訟において賠償請求等が現存利益に限定されていたものが（改正前の法242条の２
第１項但書）、現行法では責任の強化という観点からこうした限定が削除され、民法の規定
が適用されるようになっていることを踏まえると、本判決のこの部分は、事実上現行法にお
いても従来の賠償責任の現存利益への限定を認めるものとなり、法改正の趣旨に反するとも
考えられる。
(30) 成田頼明「住民訴訟（納税者訴訟）」『行政法講座３』（有斐閣、1965年）202頁～205頁。
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そしてこの三つの制度的意義の相関関係に関しては、A及び Bという制度的
意義は究極的には Cの財務会計事項の違法を裁判によって争う事を通じて実現
され、Cという制度的意義は、住民訴訟全体の理論的帰趨を左右する性格のもの
であるとさ
(31)
れる。
直接参政手段としても位置付けられる住民訴訟が、直接請求制度、住民投票制
度といった直接民主制度と異なる点は、直接民主制度が「住民の意思を行政に直
接反映させる直接参
・
政
・
の点にその主眼が置かれる」、いわば政治的側面の強いも
のであるのに対して、住民訴訟は「行政の民主的統
・
制
・
にその力点がある」点で
(32)
ある。そして住民訴訟制度によるこの民主的統制が、裁判所の判断を介して行わ
れる所以は「本制度が財務会計行政の政治的・政策的当否の判断を仰ぐものでは
なく、その法適合性の判断を仰ぐもので
(33)
ある」ことにあると考えられる。
つまり、直接民主制度が、政治的問題について、自治体と住民の間で見解の相
違がある場合に、両者の間で自己完結的にその問題についての見解の一致を見出
すという基本構造を有する制度であるとみなしうるのに対して、住民訴訟制度
は、財務会計行政の法適合性について、自治体と住民の見解に相違がある場合
に、その見解の是非及び是正の要否を、公正な第三者たる裁判所が判断するとい
う基本構造を有する制度である。そして住民訴訟制度は、こうした基本構造を土
台として、住民の直接参政の一環、あるいは住民全体の公益の擁護という制度的
目的を完遂できるとみることができる。
したがって、議会の権利放棄判断に対する法令上の明示的制約の不存在を理由
として、財務会計行政の適否や是正の要否の第一次的判断を、結果的に議会に委
ねる一方で、議会の権利放棄判断にかかわる政策的裁量の適否の問題についての
判断のみを裁判所が行うという場合、財務会計行為の非違の有無や、それに対す
る是正の要否を、裁判所が最終的に判定するという住民訴訟制度の基本構造が著
しく損なわれることになりかねない。
権利放棄を原則として認めたとしても、その判断に不服がある場合、住民は選
挙等を通じてその政治的責任を問えば良いという考え方もあり
(34)
うる。しかし、住
民訴訟においては、（議会もその議決機関である）自治体と住民との対立関係が前
その他、遠藤文夫「住民訴訟の役割」ジュリスト941号（1989年）25頁、佐藤英善「住民訴
訟の裁判例に見る問題点」ジュリスト941号（1989年）35頁、及び最判昭和53年３月30日判
時884号22頁など参照。
(31) 佐藤・前掲注（30）35頁。
(32) 佐藤英善『住民訴訟』（学陽書房、1986年）71頁～72頁。
(33) 佐藤・前掲注（32）71頁～72頁、同旨、成田・前掲注（30）204頁～205頁。
(34) 津田和之「住民訴訟と議会による債権放棄」自治研究85巻８号（2009年）110頁。
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提となる以上、議会に民主的な正統性は認められない。また、住民訴訟は財務会
計行政の法適合性・是正の要否の判断を司法に任せることに根本的な制度的意義
がある。それにもかかわらず、これらの点に関する判断を議会に委ね、そのうえ
で議会の判断については政治的責任の問題であると考えることは、住民訴訟制度
の基本構造を変質させるものであると同時に、立法によって住民に認められた法
的権利を縮減させるものである。
また、現行４号住民訴訟の係属中に権利放棄がなされたとしても、それが審理
されるのは抗弁段階においてであり、財務会計行為の適否は請求原因の段階で審
理されている以上、住民訴訟制度の上記基本構造は失われていないとも考えう
る。
しかし、住民訴訟制度は、財務会計行政の法適合性のみならず、違法な財会計
行政の是正の要否（４号請求訴訟であれば損害の補塡）について、公正な第三者た
る裁判所が判断することに意義があるのであり、財務会計行為の適否の判断さえ
なされれば、住民訴訟制度の意義は失われないという考え方は妥当とは言えな
い。
加えて、本件議決の場合、本議案の提案理由として、本件売買契約について
Aに裁量権の逸脱濫用がなかったこと、宇都宮地裁が認定した正常価格が長へ
の諮問機関の答申や、全員協議会の共通の相場観から著しくかけ離れていること
などが挙げられているにもかかわらず、議事録を見る限り、その点については十
分な議論も尽くされないまま、一回の審議で権利放棄議決がなされて
(35)
いる。そし
てこのような場合、議会の権利放棄の判断が、裁判所の法的判断を否定する趣旨
のものと評価することもできると考える（本判決における裁判官須藤正彦の意見も
同旨）。
それにもかかわらず、本判決は、本件議決について、提案理由書の一部にこう
した記載があるからといって直ちに本件訴訟の第１審判決の法的判断を否定する
趣旨のものと断ずることは相当ではないとする。
しかし、比較的容易に権利放棄判断の合理性が認められてしまえば、権利放棄
議決が頻発し、４号住民訴訟を提起しようとする住民のインセンティブが低下す
る可能性が高い。そしてこうした運用の積み重ねは、最終的には地方自治法が４
号住民訴訟を認めた趣旨を没却せしめることに繫がろう。
したがって、財務会計行為の適否の判断についての自治体と住民の判断が対立
(35) さくら市議会における本件権利放棄議決にかかる審議については、さくら市議会平成21
年９月定例会（第３回）議事録（さくら市HP http://www.gijiroku.jp/gikai/c sakura/
default.htm）、及び「さくら市議会だより臨時号」（2009年９月16日）（さくら市HP
 
http://www.city.tochigi-sakura.lg.jp/uploaded/attachment/1857.pdf）参照。
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している場合に、自治体の議決機関が長等に対する権利放棄を行うという、いわ
ば身内による責任免除は、原則として地方自治法の定めた住民訴訟の趣旨を没却
させる違法なものであると解すべきであると考
(36)
える。
なお本判決の示す判断定式によった場合、訴訟提起前、もしくは訴訟が住民勝
訴で確定した後の議会の権利放棄判断について、住民訴訟と関係上、議会の当該
判断が、住民訴訟の趣旨を没却させるものであるか否かという観点からの検討が
行われるかは、必ずしも明確ではない。この点については、４号住民訴訟提起以
前に議会によってなされた違法な財務会計行為の瑕疵の治癒が比較的容易に認め
られている
(37)
こと、また住民勝訴確定後の権利放棄や和解についても、これを原則
として有効と判断する説が少なく
(38)
ないことを考慮すると、これらの場合には、権
利放棄判断の住民訴訟制度の趣旨との整合性は検討されない可能性もある。
しかし住民訴訟提起前の権利放棄であっても、それが実際に問題となるのは住
民訴訟である以上、両者の整合性は問題となる。また住民勝訴の確定後の権利放
棄や和解については、地方自治法上、長に賠償請求訴訟の提起が義務付けられて
おり（地方自治法242条の３第１項）、自治体が有する債権を理由なく放置・免除す
ることが原則として公益に資さない以上、権利放棄や和解を行うことは長の誠実
管理執行義務違反となると解さ
(39)
れる。
(36) なお、議会による権利放棄判断の適否について、主として住民訴訟制度の趣旨目的に照
らして検討し、これを原則違法とする学説としては、碓井・前掲注（27）187頁、安本典夫
「住民訴訟・新４号訴訟の構造と解釈」立命館法学292号（2003年）398頁～399頁、大橋・前
掲注（16）128頁以下、白藤博行「議会による損害賠償請求権の放棄と住民訴訟」法学セミ
ナー627号（2007年）７頁、斎藤誠「96条注釈」成田頼明ほか編『注釈地方自治法１』（第一
法規、2008年加除版）1534頁～1535頁、同「住民訴訟における議会の請求権放棄」法学教室
353号（2010）２頁～３頁、田村達久「住民訴訟の展開」法律時報82巻８号（2010年）42頁
等がある。なお岩手県靖国神社玉串料訴訟控訴審判決、千葉県鋸南町事件地裁判決、神戸市
事件控訴審判決等も同様の立場であると評価できる。
(37) 最判平５年５月27日判時1460号57頁。
(38) 住民勝訴確定後の権利放棄を原則有効とした裁判例としては鋸南町事件控訴審判決、久
喜市事件控訴審判決などがある。また学説としては、地方自治制度研究会・前掲注（５）86
頁～87頁、石津廣司「住民訴訟の訴訟手続」園部逸夫編『最新地方自治法講座４ 住民訴
訟』（ぎょうせい・2003）344頁～345頁、木村琢麿「住民訴訟旧４号住民提起後になされた
権利放棄議決の効力」会計と監査2007年10月号（2007年）19頁～23頁、松本英昭『新版 逐
条地方自治法 第５次改訂版』（学陽書房、2009年）962頁など。
(39) 同旨、村上順・白藤博行・人見剛編『新基本法コンメンタール地方自治』（曽和俊文執
筆部分）（日本評論社、2011年）349頁。
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４ 結論
以上の検討から、本判決は、制約規定の不存在を理由として権利放棄について
の議会の実体的判断に広範な裁量権を認め、「最小限の審査」を行うものであり、
議会の権利放棄判断を原則有効としていると評価できる点、議会の権利放棄判断
の考慮要素として財務会計行為にかかわる長等の故意・重過失の有無を位置付け
ているように評価でき、またその結果として住民訴訟制度の基本構造を変質させ
る結果を招く恐れがある点などにおいて妥当ではないと考える。議会の権利放棄
判断は、住民訴訟制度との関係においては、原則として違法の推定を受けるべき
ものである。
【おわりに】
住民訴訟係属中の議会による権利放棄に関しては、第29次地方制度調査会の答
申「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申」（平成21年６月
16日）においても、それが住民訴訟制度の趣旨を損うものであるとして、制限す
る措置を講じることが提言されている (第３、議会制度のあり方・１ (２)②参照。）。
長等の過重な個人責任という４号住民訴訟が抱える問題は、確かに解消される
べき問題である。しかしそれは、損益相殺等により損害額を軽減する 、あるい
は賠償責任の主観的要件を故意・重過失に限定するといった司法の手によるか、
あるいは立法によって改善されるべきものであろう。少なくとも、財務会計行政
に関して民主的正当性を有さない議会が、地方自治法上のいわば抜け穴を利用
し、身内の身びいきにより長等の住民に対する法的責任を免除することは地方自
治法の趣旨に反する行為であると考える。
（平成24年６月28日脱稿)
【追記】
なお、本稿脱稿後に公刊された、本判決にかかわる評釈等としては、羽根一成
「住民訴訟（４号請求）の対象となっている損害賠償請求権、不当利得返還請求権
を、議決により放棄することはできる。?争訟法務・最前線? 67>」地方自治職
員研修45巻８号（2012年）72頁、佐藤英善「住民訴訟と議会の権利放棄議決」自
治総研406号（2012年）扉書、兼子仁「住民訴訟請求権の放棄議決をめぐる法制
問題」自治総研406号48頁以下等がある。
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